
局 部 課

3 年度

9

10

目標値の設定根拠・算出方法

令和7年度

住生活基本計画（全国計画）

実施根拠

5事業開始年度

寄与

する

KPI 無 現状値

事業の実施主体 本庁、地域団体・市民

平成

Ⅱ．事業目的の達成状況
事業の成果や活動実績の測定

11

実績 目標 目標

密集市街地である「新湊地区」の居住環

境の改善及び防災性の向上

令和5年度 令和6年度

目標に対する実績 ー

当該目標を設定した理由

―

令和9年度 

当該指標を選定した理由

主要生活道路・避難路の整備延長

国の住生活基本計画に基づく「地震時等に著しく危険な密集市街地」については、令和５年３月に解消されたものの、依然とし

て、老朽木造住宅や連棟長屋が建ち並び避難路等の確保が困難な個所が残る新湊地区では、地震時等において延焼拡大に

よる大規模火災、道路閉塞による地区外への避難路の喪失が懸念されることから不足する道路などの公共施設整備、老朽木造

住宅の建替促進など、防災性の向上を図るため。

実績値 0

有・無

有・無 指標名

関連計画

人

目標値

令和

事業の概要

―

終了（予定）年度 年度

―

住生活基本法、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

9

ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット

Ⅰ．基本情報
事業の位置付け

1

堺市基本

計画2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ―

2

寄与

する

KPI

有・無

公民連携・協働事業

堺市SDGs

未来都市

計画

無

施策

との

関連

指標名

―

有 取組 密集市街地対策の推進

11.5,11.b

令和7年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和6年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

事務事業名 密集住宅市街地整備事業（新湊地区） 事業番号 017-023

担当部署名 建築都市 都市整備 都市整備推進

―

施策― ―

無 現状値 ― 目標値

5

新湊地区住民と関係権利者
対象数 単位

6400

8

事業内容
新湊地区において、主要生活道路の拡幅整備による避難路の確保や、老朽木造住宅の除却に要する費用の一部補助などを

実施。

※国・府の基準より上回って実施

した内容

事業の目的
密集市街地において、不足する公共施設の整備と老朽木造住宅等の建替えを促進することにより、防災性の向上と住環境の改

善を図る。

4

6 事業の対象

主な支出先 工事（工事請負業者）、補助金（新湊地区住民や関係権利者）

0 0 0目標値 0

終了（予定）年度

7

0

―達成率

主要生活道路の拡幅整備を行うことにより避難路が確保されるなど防災性の向上が見込めるため。

令和5年度 令和6年度 令和7年度

0% 0%

0

達成率

ｍ

定性的な成果目標 単位

主要生活道路の拡幅整備

12

活動指標 単位
実績 目標

目標値 55 55 55

実績値 0



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

① 55

令和5年度

算出についての説明等

138,691

予算

区　　分

支障物件調査費
R6 決算 0 0

物件移転補償費

0

市債

72

受益者負担金(使用料、手数料等）　

8,300

258,116 294,534 165,140 64,767

11,179

財

源

内

訳

国支出金 106,835 121,077 25,006

事業費  (a)

0

単位当たり経費

17

45,709③

ｍ

元湊小学校校舎解体外工事設計業

務

主要生活道路の整備に係る費用（用地費、補償費、工事費など）

千円

うち

一般財源
事業費年度項　　　目

うち

一般財源
事業費

Ⅳ．事業の効率性

主要生活道路の整備延長

費用対効果に係る所見

Ⅴ．評価

新湊地区における公共施設整備については、主要生活道路の整備に必要となる用地取得に向け地権者交渉を行った。

老朽木造住宅等の建替促進については、8棟（8戸）に対し老朽木造住宅除却補助を行うことにより、防災性の向上と住環境の改善に寄与している。

7,628

3,300 33,900

密集住宅市街地整備事業（新湊地区） 事業番号 017-023

項　　　目
令和4年度

決算 当初予算 決算決算

事務事業名

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

R7 予算

予算

決算

R7

一般財源

0

施設の光熱水費徴収金 52 130,045 50

552

2,600

決算 552

測量業務

不動産鑑定料

事業費の内訳

13

令和5年度 令和6年度

その他

府支出金　 23,678

11,023 R6

22,500

R6

5,000 5,000R7 予算

R7 予算 60 R7

1,800

16

事

業

費

内

訳

項　　　目

道路拡幅工事

R7 9,600

R6

1,235 R7

5,613

3,918
道路拡幅等用地費

R6

予算 1,235

7,800

1,800

R7 予算

決算

年度

R6 決算 23,455

36,720 31,140

0 0

年間経費 (ｃ)=(ａ)+(ｂ) 294,836 325,674 192,130

9,512 124,784

人件費  （ｂ）

2,550

124,251

R7

33,840

93,12091,757

R6 決算 4,856 4,856 R6 決算
老朽木造住宅除却補助

予算 2,600

（単位：千円）

45,216

26,990

20,837

59

4,800

434,284

予算

55

R6 決算

R7 予算

20,200

44

26,990

2,100 50

15,300

0

決算

2,514

R6
その他（消耗品など）

令和6年度

単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

②

決算

18
主要生活道路の整備には、用地取得が必要となるが、権利者と契約締結に至るまで数年かかる場合があり、単年度での評価はなじまない。

令和6年度においては、取得した道路拡幅用地の整備工事に先立ち、支障となる占用物の移設を行うとともに、各施設管理者と協議を行った。

上記①にかかる年間経費

単位

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

18,199

令和7年度

59,280

当初予算

令和7年度　事務事業評価シート（２）

4,527

0

0 0

4,483

24,207 24,135

2,807


